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１．緒言
　我が国では高齢化に伴い高齢ドライバーによる交
通事故も相対的に増加し，1998年から75歳以上の免
許取得者が免許証を更新する際には「高齢者講習」
を受講することが義務化（対象年齢は2002年から70
歳以上に拡大）されるとともに，運転免許の自主返
納制度が開始された．つまり，交通事故を未然に防
ぐ観点から，交通事故の危険性が高くなった高齢者
に対して運転中止を勧める施策が展開されている．
しかし，免許返納後に公共交通機関が代替の移動手
段となりうる大都市こそ返納率は高いが，地方都市
における免許返納は進まない現状がある．この背景
には，高度成長期以降，地方都市圏では居住の郊外
化と自動車利用の普及が同時進行し1），岡山県でい
えば業務や買い物，通院の交通手段として自動車の
占める割合が約8割2）と，自動車の利用を前提とし
た自動車依存型の都市構造となっていることが挙げ
られる．特に中山間地域では運転が買い物や通院と

いった生活上必要な活動の手段でもあり，運転中止
を勧める前段階として，高齢者にとって安全に運転
できる期間（以下，安全運転寿命と呼ぶ）を延伸す
る支援が求められている．
　高齢運転者の事故原因に関しては，加齢に関する
心身機能，特に認知機能と視覚機能，身体機能の低
下が危険運転との関連要因として指摘されており，
これらの知見に基づき「交通脳トレ」3）や「高齢者
自身の運転に必要な身体能力の維持のための体操プ
ログラム」4）等，高齢運転者向けの認知機能，身体
機能に関するトレーニングが開発されている．他に
も，国立長寿医療研究センターによる実証実験で，
認知機能が低下した高齢運転者であっても，実車講
習を含む講習を受けることで運転技能の向上が認め
られたと報告5）があり，心身機能における加齢変化
が生じている高齢者に対して，トレーニングの場を
提供することは，安全運転寿命の延伸に重要と言
える．なお，運転能力の評価法に関しては，認知機
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　生活に運転を必須とする中山間地域の高齢運転者には，安全に運転できる期間を延伸する支援とと
もに，認知症予防に対する支援も必要である．そこで，本研究では中山間地域に住む高齢者を対象に，
自身の運転能力を確認した上で，運転能力の維持向上と認知症予防によい生活習慣を形成するための
プログラムを約3カ月実施し，効果を検証した．最終評価まで完遂した介入群15名，対照群12名につ
いて分析した結果，介入群は対照群より運転に必要な「認知・判断・動作」の能力が維持・向上して
いる者が多かった．加えて，「歩くという意識ができた」「よい生活習慣がついた」など生活の変化が
参加者から報告された．一方，身体能力における介入効果が確認できず，個人差の大きい地域住民へ
の身体面のトレーニング内容の検討が課題として残った．また，移動における自転車，公共交通との
使い分けへの波及効果は不十分であった．中山間地域の高齢運転者を対象とした支援では，自動車の
利用を前提とした生活意識の変化を目指して介入するよりも，運転能力の維持向上と地域特徴に応じ
た活動課題の設定を行い，認知機能や身体機能の維持向上を目指す介入が効果的である可能性が示唆
された．
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能のどの領域がどの程度保たれていれば安全に運転
ができると言えるのか，明確な基準はないが，道路
交通法に規定されている「認知，予測，判断，また
は操作」が十分保たれていることを評価することと
なる6）．具体的な方法としては，全般的認知機能評
価や注意機能の評価を含む神経心理学的検査，運転
シミュレーターによる評価，家族などの同乗者によ
る評価，実車による路上評価など多岐にわたってお
り，簡便な方法で全般的な運転状況を評価し，グレー
ゾーンであった場合に自動車教習所内等で実車によ
る運転評価を行うことが推奨されている6）．そのた
め，現在，事故等を起こしていない地域在住高齢者
に対しては，自身の運転能力を確認し，心身機能の
維持向上に取り組める簡便かつ予防的な安全運転寿
命延伸の場の提供が望ましいと考える．
　また，平成14年6月1日に施行された改正道路交通
法から，認知症が運転免許の取消しまたは停止の対
象として明記され，その後の改正の中でも，認知症
を中心にした高齢運転者対策の充実・強化が図られ
ている．認知症の発症率は加齢とともに上昇するこ
とからも，安全運転寿命の延伸には，認知症発症を
予防するような働きかけも欠かせない．認知症予防
に関しては，抑うつ，身体的不活発，社会的孤立な
どが発症のリスク因子に，習慣的な運動，バランス
の取れた食事，社会的参加，知的活動，豊かな社会
的ネットワークなどが保護因子である7）．そして，
リスク因子の低減と保護因子を向上させるための地
域における認知症予防プログラム8）が A 県下で実践
されており，特に知的活動や社会的交流の促進にお
いて一定の成果を上げている．
　そこで本研究では，この認知症予防プログラムを
ベースとして，中山間地域の高齢運転者が，自身の
運転能力を確認と身体機能の向上，認知症予防に取
り組める安全運転寿命の延伸プログラムを開発し，
その有用性と課題について検討する．

２．方法
２．１　対象とした自治体
　A 県の中山間地域に位置する市であり，高齢化
率は約40% である9）．7つの JR の駅があるが，一日
あたりの駅別乗員人数10）は7駅平均で120人/日であ
る．
２．２　研究対象者および群の設定
　地域包括支援センターとシルバー人材センターを
通じ募集した，日常的に自動車を運転する65歳以上
の高齢者を研究の対象とした．除外基準は認知症の
診断を受けている者とした．介入群は，17名（男性
6名，女性11名）であり，運転に関わる能力評価と

安全運転期間の延長を主な狙いとした「運転寿命延
伸講座」に参加を希望した者であった．対照群14名
（男性11名，女性3名）であり，運転に関わる能力
評価のみ行う「運転能力測定会」の参加を希望した
者とした．
２．３　評価項目
　評価項目は，運転能力評価，身体能力評価，生活
状況調査から構成された．
　運転能力評価は，運転能力検査機器である「点灯
くん」11）を用いた．本機器は，もぐらたたきの要領で，
点灯する光を追ってランプを押す検査であり，運転
に必要な「認知・判断・動作」を評価することが可
能である．本研究では，選択マッチング反応（青と
白のランプが点灯したら白のランプを押す，赤と白
のランプが点灯したら赤のランプを押す）検査の正
答率を運転能力の評価に用いた．
　身体能力評価は，握力，開眼片足立ち，30秒立ち
上がりテスト，歩行速度（5ｍ）とし，フレイルの
評価のために体重減少，疲労感，身体活動について
も確認した．
　生活状況調査では，運転歴や利用している移動手
段，運転用途，運転の工夫等を調査した．また，事
後調査のみグループインタビューを実施し，参加し
た感想を尋ねた．
２．４　手続き
　介入群，対照群とも，事前調査を同時期に実施し，
評価結果はその場でフィードバックした．また，身
体能力評価結果の返却の際に，自宅でできる筋トレ
の方法について両群に伝えた．介入群のみ，事前調
査から1カ月おきに教育講座（計3回で計画）を受講
し，並行して3カ月間，自主トレーニング（以下，
自主トレ）をすることを求めた．自主トレは，地域
住民向けの認知症予防プログラム8）をベースに，バ
ランスのとれた食事，目標歩数の達成，筋トレ，会
話（1日1回以上，自分から話をする），脳トレの5つ
に毎日取り組む内容であり，毎回の教育講座時に記
録した実施状況表の提出を求めた．脳トレは，「交
通脳トレ」3）を日本自動車工業会の許諾を得て使用
した．教育講座は1回あたり1時間30分で計画したが，
第2回教育講座は大雪警報発令により中止となった
ため，第3回教育講座の時間を2時間に変更し，さら
に事後調査当日の調査開始前に介入群にのみ補講を
実施した．第1回教育講座は，事前調査の身体能力
評価についての詳しい解説や安全運転に重要な身体
機能についての解説，セルフチェックをしながらト
レーニング方法を学ぶ演習形式の講義を行った．第
3回教育講座では，高齢運転者の事故事例に基づく
危険予知や動画を用いた運転特徴の気づき，高齢運
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転者の心構えをテーマとした講義を行った．介入群
の事後調査開始前の補講では，アイフレイルなど視
覚を中心にした講義を行った．事後調査は介入群，
対照群に同時期（第3回教育講座の1カ月後）に実施
し，評価結果はその場でフィードバックした．

３．結果
３．１　記述統計量
　最終評価に不参加の各群2名を除いた，介入群15
名（男性6名，女性9名．平均71.8歳，SD=5.2），対照群
12名（男性9名，女性3名．平均74.7歳，SD=3.8），計27
名を分析対象とした．群間の男女比をχ2検定にて
比較したところ，有意な差は認められなかったが，
対照群の女性の人数は少なめであった．
３．２　生活状況
　運転歴は介入群の93%，対照群の83% が40年以上
であった．日頃利用している移動手段は，ほとんど
が「自身が運転する自家用車」であり，自動車に依
存した生活状況が介入前後とも確認された（表1）．
外出頻度は「ほぼ毎日」が多く（表2），週の半分以

上の運転する者が大半であり（表3）日常的に自動
車を利用し外出をしている実態が確認された．運転
目的として買い物を挙げる者は多く，他にも通院，
仕事，趣味，知人宅への訪問，送迎，ボランティア
など多岐にわたっていた（表4）．
３．３　身体能力
　事前・事後調査とも，身体的フレイルに該当する
対象者はいなかった．週1回以上の運動実践は介入
群が事前調査12名，事後調査14名，対照群で事前調
査7名，事後調査7名と，半数以上の者が運動習慣を
持っていた．また，介入前後の変化量について，介
入群と対照群とを Mann-Whitney 検定にて比較し
たところ，握力（p=.57），開眼片足立ち（p=.90），
30秒立ち上がりテスト（p=.10），歩行速度（p=.13）
とも群間による差は認められなかった（表5）．
３．４　運転能力
　群および時期を独立変数，課題の正答率を従属
変数とする2要因分散分析を行ったところ，群の主
効果のみ有意（F（1,25）=7.25, p<.05）であり，時期
に関わらず介入群が対照群よりも正答率が高かった

pre post pre post pre post pre post pre post pre post pre post pre post

介入群 13 14 4 6 7 6 8 7 6 4 4 3 3 4 2 3

対照群 7 11 4 6 9 7 3 5 2 5 1 4 0 1 0 1

飲食通院 仕事 趣味買物 知人宅への訪問 送迎 ボランティア

表４　運転の用途（複数回答可）（単位：人）

pre post pre post pre post pre post

介入群 9 11 3 1 3 3 0 0

対照群 7 8 2 1 0 3 0 0

注）対照群のpre調査は3名無回答

ほぼ毎日 週５回程度 週2～4回程度 週1回程度

表３　運転頻度（単位：人）

pre post pre post pre post pre post

介入群 11 10 1 3 3 2 0 0

対照群 6 6 1 4 1 2 1 0

注）対照群のpre調査は3名無回答

ほぼ毎日 週５回程度 週2～4回程度 週1回程度

表２　外出頻度（単位：人）

pre post pre post pre post pre post

介入群 14 15 1 4 4 3 0 0

対照群 12 12 2 1 0 0 1 0

自分が運転する車 家族が運転する車 自転車 バス

表１　日頃利用している移動手段（複数回答可）（単位：人）



60 荒井佐和子・谷原弘之・氏川拓也

（表6）．正答率の高さによる天井効果が生じている
可能性があると判断し，正答率が維持向上した人と
正答率が低下した人に分類し，Fisher の直接確率
法にて比較をしたところ，介入群は対照群よりも正
答率が維持向上した人数が多かった（p<.05）（表7）．
３．５　自主トレ実施状況および参加者の感想
　介入群のみ設定した5種の自主トレについて，日々
の記録をもとに約3カ月間の達成率を算出したとこ
ろ「バランスのとれた食事」は82.4%，「目標歩数
の達成」は47.9%，「筋トレ」が73.3%，「会話」が
85.6%，「脳トレ」が76.1% であった．なお，目標歩
数は，通常の歩数から1,000歩プラスした値を設定
し，最終目標は男性7,000歩，女性6,000歩と案内し
たところ，スタート時点の目標歩数が2,000歩から
3,000歩の者が複数いたが，3カ月間で目標歩数自体
が増えた者が5名存在し，目標歩数が減った者は1名
であった．教育講座内で行った自主トレに関する振
り返りでは，参加者同士で目標歩数の達成の難しさ
や歩数を伸ばす工夫など，歩数達成に関する話題で
活発な交流が見られた．また，自主トレの「脳トレ」
は元々趣味で行っており習慣化がスムーズな者がい
る一方，定期的な取り組みが難しく孫を誘って一緒
に取り組んでみるなど習慣化に努力を要した者も見
られた．自主トレの「会話」は，特に独居者で，地

域の講座に参加したりすることで達成を目指す様子
や，出来るだけ多くの人と話すことを目標にする様
子が確認された．
　事後調査において，介入群からは，講座参加を通
じて「歩くという意識ができた」，「よい生活習慣が
ついた」，「こういう努力をしないと運転を長くでき
ないんだと感じた，努力して運転寿命を延ばしたい」
といった感想が報告された．1名のみ，「運転中止に
むけた勇気をもらった」，という感想があった．ま
た，両群に参加の経緯を確認したところ，介入群は
いつまで運転できるのかという心配や運転寿命延伸
というキーワードに関心を持ち自主的に参加した者
が73.3% であった．対照群は，5回の講座は都合が
つかず2回測定会への参加を希望した者が33.3％，
シルバー人材センターからの勧誘で参加した者が
50.0％であった．

４．考察
４．１　作成したプログラムについて
　本研究は，先行研究の知見を活用し，高齢運転者
の安全運転寿命の延伸と認知症予防に役立つプログ
ラムの開発を行った．
　運転能力（選択マッチング課題）の成績から，本
プログラムは一定の成果が確認された．高齢運転者

Mann-Whitney

平均値 SD 平均値 SD U 値

握力（kg) 介入群 31.43 10.21 30.22 9.47 78.5 -.56

対照群 35.70 8.33 35.03 7.87

開眼片足立ち 介入群 39.80 35.44 37.60 26.30 87.5 -.12

(秒) 対照群 32.08 26.55 27.83 20.38

30秒立ち上がり 介入群 22.00 5.26 27.93 4.51 56.5 .10

テスト（回数） 対照群 21.92 5.50 25.25 5.58

歩行速度(m/s) 介入群 3.53 0.66 3.19 0.41 59.0 .13

対照群 3.24 0.44 3.19 0.46

pre post
Ｚ値

平均 SD 平均 SD

介入群 95.20 4.59 95.73 6.13

対照群 89.67 8.44 87.00 13.44

正答率（post）正答率（pre） 介入群 対照群

正答率が維持向上した人数 13 5

調整済残差 2.5 -2.5

正答率が低下した人数 2 7

調整済残差 -2.5 2.5

表５　身体機能の測定結果

表６　点灯くんの成績の平均値および標準偏差 表７　点灯くんの正答率が変化した人の割合
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は自身の運転能力を実際より高く見積もる12）ことは
複数の研究で指摘されており，本研究で実施した運
転能力評価で100点（正答率100%）に届かない自身
の能力の現状を確認することは，自主トレに取り組
む動機づけにもつながった可能性が考えられる．
また，地域住民向けの認知症予防プログラム8）のう
ち本プログラムと共通した項目の実施率を比較し
ても，本プログラムの方が食事は21%，目標歩数は
9%，会話は3％，脳トレは26%，実施率が高かった．
高齢運転者にとって，将来起こりうるかもしれない
認知症発症の予防のみを目指すよりも，現在行って
いる運転を安全に長く継続することも含めた目標を
持つことで，生活習慣の改善にむけた行動を実行す
る後押しになった可能性も考えられる．また，視空
間注意と前頭前野のトレーニングに特化した「交通
脳トレ」を脳トレに用いるという工夫も運転能力の
維持向上に寄与したと考えられる．加えて，自主ト
レの「会話」は，特に独居の高齢者の社会的交流を
促進できており，認知症予防の観点からも有用で
あったと考えられる．先行研究13）では，日常会話，
車の運転，買い物，畑仕事またはガーデニングを含
むライフスタイルは，高齢者の認知機能の向上に重
要な役割を果たしていることが示唆されており，本
対象者の生活状況の結果や参加者の感想からも，認
知症予防によい生活習慣が形成されたともいえる．
　一方，本研究では，身体能力における介入効果が
確認できなかった．この理由としては，介入前から
運動習慣がある者が多く，事前調査や第1回教育講
座の身体能力チェックにおいて要注意に該当しない
ために，特に注意して取り組むべき個別筋トレメ
ニューの提供ができなかった対象者がいたことが要
因であると考える．個々人の特徴に合わせて調整さ
れたトレーニングからなる介入が，高齢者の安全運
転寿命の延伸に寄与する14）と指摘されており，個人
差の大きな地域住民に対して，適切な負荷を見極め，
筋トレメニューを提供することが今後の課題である
と考える．また，介入期間が雪による戸外活動が減
少する時期と重なってしまったことも要因であると
考える．ただし，市民の1日当たりの歩数が全国平
均に比べ男性は1,500歩，女性は1,200歩少ないとい
う対象自治体の独自データがあり，本研究でもス

タート時点の目標歩数の少なさが見られたものの，
プログラムが進む中で，目標歩数自体が増加した者
が5名存在した．これらのことから，介入前の運動
習慣をより詳しく調査することや評価期間を長めに
設定するといった調査における工夫も今後の課題で
あると考える．
４．２　本研究を踏まえた地域展開について
　運転状況の調査結果から，移動における自転車，
公共交通との使い分けへの波及効果は認められず，
運転により社会活動が維持でき，ボランティア活動
といった地域貢献活動を担う地域住民としての役割
も担えている現状が明らかとなった．都市構造とし
て，自動車での移動が出来なければ生活が困難であ
る中山間地域の安全運転寿命延伸には，自動車の利
用を前提とした生活意識の変化を目指した介入より
も，体力や筋力を維持向上し，認知症予防によい生
活習慣を推進する介入が，効果的である可能性は高
いと考える．
　そして，本プログラムを実施する中で，個人差は
あるが歩数の少なさや雪の時期の仕事の減少，自転
車の利用の停止など，地域特徴による参加者の生活
特徴が見られ，また，自治体でも地域課題の解決に
向けて，ウォーキングイベントの開催やアプリを活
用した健康管理といった取り組みが実施されている
ことが分かった．中山間地域ごとに状況は異なるた
め，プログラム開始前に自治体と連携し，住民の生
活習慣や運動習慣，体力の実態および運動環境，さ
らに運動状況を記録・管理できるリソースを把握し，
多様な背景を持つ地域住民がそれぞれ無理なく，適
切な目標を設定できるようプログラムを調整するこ
とも地域展開において重要であると考えられる．こ
れは，高齢者領域において要介護予防や認知症予防
という視点から設定された基準が多く，運転寿命の
延伸を目指す活動レベルの高い高齢者の身体能力基
準としてフレイルの評価基準が適さなかったという
本研究の結果からも，必要な準備と考える．
　本研究の介入群は，生活状況や参加動機からも意
欲の高い活動的な層であったため，一般化には限界
がある．今後は，環境に応じた，より無理のないプ
ログラムの実施方法の導入を検討し，幅広い層への
効果を検討する必要があると考える．
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Abstract

　Support is required for older adult drivers in mountainous areas who need to drive daily. This includes support 
for extending the period they can drive safely, as well as support to prevent dementia. Therefore, we created a 
program for older adults aimed at maintaining and improving their driving ability and preventing dementia. The 
results of the analysis of 15 participants in the intervention group who completed the program and 12 participants 
in the control group showed that more participants in the intervention group maintained or improved their driving 
abilities than those in the control group. In addition, although the effect of the intervention on physical ability could 
not be confirmed, participants reported changes in their lives, such as “I became aware of walking.” In addition, the 
spillover effect on the use of bicycles and public transportation for transportation was insufficient. These results 
suggest that interventions targeting older drivers in mountainous areas may be more effective than interventions 
aimed at reducing driving by setting activity tasks that help maintain or improve driving ability and cognitive and 
physical function.
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